
 
 

調査計画 

１ 調査の名称 

  建築着工統計調査 

 

２ 調査の目的 

全国における建築物の建設の着工動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得ることを目的とす

る。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 ■その他） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第15条第１項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出（以下

「建築工事届」という。）に係る建築物 

   

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 ：約53万（令和２年度計） 

③建築工事費調査票 ：約10,000（母集団の大きさ：約53万（令和２年度計）） 

 ※ただし、令和３年分の調査については、建築工事費調査を開始予定であった令和３年１月以前から調査

対象建築物をあらかじめ把握し、抽出しておくことが必要であり、対象建築物の一部を旧補正調査の抽

出方法を用いて抽出を行っているため、約8,200（詳細は別紙参照） 

 

（２）報告者の選定方法（■全数 ■無作為抽出（■全数階層あり） □有意抽出） 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

建築工事届に係る建築物の情報 

③建築工事費調査票 

①の建築物を工事費予定額別に分類し、建築工事届に係る建築物から次の条件に基づき抽出 

・工事費予定額20億円以上の建築物については全数調査 

・工事費予定額20億円未満の建築物については、構造別（木造／非木造）、工事費予定額階級別（し

きい値１億円の２区分）に分類し、各層ごとに無作為抽出 

 【抽出率の設定方法】 

全数抽出層以外の建築物について、工事費予定額によるネイマン配分により抽出率を設定 

なお、都道府県知事は、上記の方法により国土交通大臣が抽出した建築物について、当該建築物の



 
 

建築工事届の写しを国土交通大臣に送付する。 

 

（３）報告義務者 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 ：建築工事届を提出する建築主 

③建築工事費調査票 ：４（２）に掲げる方法により抽出した建築物の工事施工者 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

①建築物着工統計調査票 

（１）着工予定期日 

（２）工事の予定期間 

（３）敷地の位置 

（４）建築主 

（５）工事種別 

（６）構造 

（７）建築物の用途 

（８）建築物の数 

（９）新築の場合における階数（地上の階数、地下の階数の別） 

（１０）新築工事の場合における敷地面積 

（１１）床面積の合計 

（１２）工事費予定額  

〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

②住宅着工統計調査票 

（１）着工予定期日 

（２）工事の予定期間 

（３）敷地の位置 

（４）工事別（新設、その他の別） 

（５）住宅の構造（木造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造、コンクリートブロック

造、その他の別） 

（６）住宅の建築工法（在来工法、プレハブ工法、枠組壁工法の別） 

（７）住宅の種類（専用住宅、併用住宅、その他の住宅の別） 

（８）建て方（一戸建住宅、長屋建住宅、共同住宅の別） 

（９）利用関係（持家、貸家、給与住宅、分譲住宅の別） 



 
 

（１０）住宅の戸数 

（１１）住宅の床面積の合計 

（１２）新設住宅の資金（民間資金住宅、公営住宅、住宅金融支援機構住宅、都市再生機構住宅） 

（１３）建築を伴う除却住宅戸数 

（１４）建築を伴う除却住宅の利用関係（持家、貸家、給与住宅の別） 

 〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

③建築工事費調査票 

（１）工事の変更 

（２）着工日 

（３）工事の完了日 

（４）実施床面積 

（５）工事実施額 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

 ・「着工日」及び「工事の完了日」については、工事の完了予定期日と完了時期のずれを把握し、これ

を基に工事の進捗パターンの変化を機動的に捉え、建設工事進捗率調査の実施時期の参考とするため

把握するものであり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

都道府県知事が建築工事届を受理した日（建築基準法第６条第１項又は第18条第２項の規定により確認を

受け、又は通知しなければならない建築物にあっては、法第６条第４項若しくは第６条の２第10項又は第

18条第３項の規定により確認し、若しくは提出を受け、又は確認済証を交付した日） 

③建築工事費調査票 

建築物の工事が完了した日 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

国土交通省 － 都道府県 － 報告者 

③建築工事費調査票 

配布：国土交通省 － 民間事業者 － 報告者 

取集：報告者 － 国土交通省 

   ※郵送については、民間事業者が補助 



 
 

 

（２）調査方法 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

  □郵送調査  □オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 ■その他（都道府県調査） 

〔調査方法の概要〕 

都道府県は、報告者から提出された建築工事届に基づき建築物着工統計調査票及び住宅着工統計調

査票を作成する。都道府県は、当該調査票を審査し、国土交通大臣に郵送若しくは電子メールにて送

付又は携行する。 

 

③建築工事費調査票 

  ■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム ■電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

国土交通省が委託する民間事業者は、報告者に調査票を配布し、報告者は建築工事費調査票を作成

して送付する。 

      また、国土交通省は、オンラインシステムを用意するとともに、ホームページ上に電子調査票を用意

し、報告者は、いずれかに入力又は記入し、オンラインシステム又は電子メールにより提出する。電子

メールの送受信に当たっては、調査票情報が保存されているファイルに対して、報告者ごとに異なるパ

スワードを設定したセキュリティ対策を講じることとする。 

       

    【民間事業者の業務委託の内容】 

調査票の配布及び回収、調査票の督促、データ入力等 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

 □１回限り ■毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

③建築工事費調査票 

 □１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

 



 
 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 

調査票の提出期限は、調査対象月の翌月の13日 

③建築工事費調査票 

調査票の提出期限は、調査対象月の翌々月の13日（調査対象月が着工予定期日の属する月から３か月以

内の建築物については、調査対象月の４か月後の末日） 

なお、調査周期は１年であるが、報告者負担の平準化の観点から、毎月報告を求めるものとする。 

※ただし、令和３年１月分から令和４年４月分については、令和４年６月末日を提出期限とする（調査

対象月が令和４年３月又は４月で、着工予定期日の属する月から３か月以内の建築物を除く。）。 

 

８ 集計事項 

別添「集計事項一覧」を参照。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 

（２）公表の期日 

①建築物着工統計調査票及び②住宅着工統計調査票 ：調査実施月の翌月末日 

年計については、調査年の翌年２月、年度計については、調査年度の翌年度４月 

③建築工事費調査票 ：調査実施年の翌年９月末日 

    

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（                  ）  

■使用しない 

本調査は、建築工事届に係る建築物を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に、

統計基準を用いる余地がないことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

保存期間 ：記入済み調査票は２年、調査票の内容を記録した電磁的記録は永年 

  保存責任者 ：国土交通大臣 

 

12 立入検査等の対象とすることができる事項 

統計法（平成19年法律第53号）第15条第１項の規定に基づく立入検査等の対象とすることができる事項は、

５（１）に掲げる報告を求める事項とする。 



（別紙） 

建築工事費調査の令和３年分調査における抽出方法について 

 

○ 令和２年 12 月まで旧補正調査を、令和３年１月から建築工事費調査を実施する計

画だが、調査票は対象建築物の完成予定月に配布するため、令和３年１月以前から、

建築工事費調査の対象建築物をあらかじめ把握し、抽出しておくことが必要となる。 

 

○ 改正建築動態統計調査規則の令和２年７月施行から令和３年１月までの移行期にお

いては、旧補正調査の抽出と建築工事費調査の抽出を並行して行う。この際、旧補正

調査の抽出において令和３年１月以降の対象建築物が抽出された場合は、建築工事費

調査の対象として把握しておく。 

 

○ 建築工事費調査における１年間の抽出対象建築物は約 10,000（毎月 833 以上）に設

定しているが、令和３年分調査の調査対象建築物については、令和２年段階での抽出

期間が半年間（令和２年７月～12 月）であること、旧補正調査の抽出数は 5,000 と建

築工事費調査よりも少ないことから、結果として、約 8,200 となる。 

※令和２年段階での抽出数：約 3,100 件、令和３年段階での抽出数：約 5,100 件 

 

 

＜イメージ図＞ 

 



 

建築工事費調査の抽出方法について 
 

抽出の頻度：毎月 
抽出先母集団：毎月公表の建築着工統計のデータのうち、棟別データ総数（Ｎ） 
抽出方法：工事金額３層×構造２層の全６層（Ｈ層）にわけ、各層から毎月の調査対象（ｎh）

を抽出する。 
① 各階層から抽出された調査対象件数の総計（ｎ）が約８３３件/月（年１万件）と

なるよう抽出する。 

 ｎ＝∑ ｎ
ｈ＝

 

ｈ：以下の６層 
１ 工事費予定額２０億円以上の木造工事 
２ 工事費予定額２０億円以上の非木造工事 
３ 工事費予定額１億円以上２０億円未満の木造工事 
４ 工事費予定額１億円以上２０億円未満の非木造工事 
５ 工事費予定額１億円未満の木造工事 
６ 工事費予定額１億円未満の非木造工事 

    ｎ：調査対象として抽出されたデータ数 
    N：母集団データ数 
 

② h 層の１及び２層は、悉皆で抽出する。ｎ1＝N1、ｎ2＝N2 
③ h 層の３から６層までは、悉皆層を除いた件数にａ～ｄまでの比率を乗じた件数を

それぞれの層から非復元無作為抽出で抽出する。 
ｎ3＝（８３３－N1－N2）×a 小数点以下件数四捨五入 
ｎ4＝（８３３－N1－N2）×b 小数点以下件数四捨五入 
ｎ5＝（８３３－N1－N2）×c 小数点以下件数四捨五入 
ｎ6＝（８３３－N1－N2）×d 小数点以下件数四捨五入 

 
※各層の抽出係数ａ、ｂ、ｃ、ｄは、以下とする。 
[ａ] 0.019  
[ｂ] 0.488 
[ｃ] 0.310 
[ｄ] 0.183  

※各係数の小数点４位以下は四捨五入した。 
※ｎ3～ｎ6 の件数を N3～N6 から抽出する際は、N3～N6 の各データにつき、無作為に乱数を与

え、値の低いものから順にｎ3～ｎ6 の件数になるまで抽出した。 



 

３層から６層までの層毎の抽出係数の決定について 
 
以下により決定した。 
① 係数算定の元データは、建築着工統計の平成２９年１月から令和元年１２月までの棟数デー

タ３年（３６月）分 
② ３年分としたのは、通常建築物は着工から３年以内で竣工することと、数値変動への機微な対

応や数値の妥当性の検討の周期として適当であるためである。 
③ なお、平成２７年１月から令和元年１２月までの５年分と①の３年分を比較したが、データ数

や標準偏差、算出された係数等に特段顕著な差はなかった。 
④ 係数の算定式は以下による。 

 ｈ層の抽出係数(a, b, c, d)＝ ℎ ℎ

∑ ℎ ℎ
ℎ

 小数点第３位までとし、小数第４位で四捨五入 

ｈ：以下の４つの層 
３ 工事費予定額１億円以上２０億円未満の木造工事 
４ 工事費予定額１億円以上２０億円未満の非木造工事 
５ 工事費予定額１億円未満の木造工事 
６ 工事費予定額１億円未満の非木造工事 

Nh：第 h 層のデータ数 
σ ：層別の標準偏差＝  

  = ∑ ( − )∈ℎ  

ｙ ：工事費予定額 
 

 以上 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

参考 

 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 



 

 

 

 

 

 
 



集計事項

⑴建築物着工統計調査

集計事項 全国計表
都道府県別

計表
市部計表 郡部計表

都道府県別

市部計表

東京都特別

区部及び政

令指定市別

表

都道府県別

郡部計表

（１）着工建築物用途別、建築主別（建築物の数、床面積の

合計、工事費予定額）
● ● ●

（２）着工建築物建築主別、構造別（建築物の数、床面積の

合計、工事費予定額）
●

（３）着工建築物用途別、構造別（建築物の数、床面積の合

計、工事費予定額）
● ● ●

（４）着工建築物用途別（大分類）、地上の階数別、構造別

（新築工事）（建築物の数、床面積の合計、敷地面積）
● ● ● ●

（５）着工建築物都道府県別、建築主別（建築物の数、床面

積の合計、工事費予定額）
●

（６）着工建築物都道府県別、構造別（建築物の数、床面積

の合計、工事費予定額）
● ● ●

（７）着工建築物都道府県別、用途別（大分類）（建築物の

数、床面積の合計、工事費予定額）
● ● ●

（８）着工建築物構造別、用途別、規模別（鉄筋コンクリー

ト造）（建築物の数、床面積の合計）
● ● ●

（９）着工建築物構造別、用途別、規模別（鉄骨鉄筋コンク

リート造）（建築物の数、床面積の合計）
● ● ●

（１０）着工建築物構造別、工事期間別、規模別（建築物の

数、床面積の合計）
● ● ●

（１１）着工建築物用途別、工事種別（工事件数、建築物の

数、床面積の合計、工事費予定額）
● ● ●

（１２）着工建築物用途別（大分類）、敷地面積規模別（新

築工事）（工事件数、建築物の数、敷地面積）
● ● ● ●

（１３）着工建築物用途別（大分類）、構造別、敷地利用率

別（床面積の合計／敷地面積）（新築工事）（工事件数、床

面積の合計、敷地面積）

● ● ●

（１４）着工建築物構造別、用途別、規模別（鉄骨造）（建

築物の数、床面積の合計）
● ● ●

（１５）着工多用途建築物用途別、構造別（建築物の数、床

面積の合計、工事費予定額）
● ●

（１６）着工多用途建築物用途別（大分類）、地上の階数

別、構造別（新築工事）（建築物の数、床面積の合計、敷地

面積）

● ● ●

（１７）着工建築物用途別、会社資本規模別（建築物の数、

床面積の合計、工事費予定額）
●

（１８）着工建築物都市計画別、用途別、建築主別（建築物

の数、床面積の合計、工事費予定額）
●

（１９）着工建築物用途別、地下の階数別（地下を有する新

築工事）（建築物の数、床面積の合計、工事費予定額、敷地

面積）

●



⑵住宅着工統計調査

集計事項 全国計表
都道府県別

計表
市部計表 郡部計表

都道府県別

市部計表

東京都特別

区部及び政

令指定市別

表

都道府県別

郡部計表

市区町村別

表
都市別表

（１）着工住宅工事別、利用関係別、構造別（戸数、件数、

床面積の合計）
●

（２）着工新設住宅資金別、利用関係別、建築主別（戸数、

床面積の合計）
● ●

（３）着工新設住宅利用関係別、構造別、住宅の種類別（戸

数、床面積の合計）
●

（４）着工住宅工事別、利用関係別、住宅の種類別、建て方

別（戸数、件数、床面積の合計）
● ● ●

（５）着工住宅工事別、工事種別、利用関係別（戸数、件

数、床面積の合計）
● ● ●

（６）着工住宅都道府県別、工事別、利用関係別（戸数、件

数、床面積の合計）
● ● ● ●

（７）着工住宅都道府県別、工事別、住宅の種類別、建て方

別（戸数、件数、床面積の合計）
● ● ● ●

（８）着工新設住宅利用関係別、資金別（戸数、床面積の合

計）
● ● ●

（９）着工新設住宅利用関係別、構造別、建て方別（戸数、

床面積の合計）
● ●

（１０）着工新設住宅都道府県別、利用関係別、規模別、住

宅の種類別、建て方別（戸数）
● ● ● ●

（１１）着工新設住宅規模別、資金別、利用関係別、構造別

（戸数、床面積の合計）
● ●

（１２）着工新設住宅利用関係別、建築を伴う除却住宅の利

用関係別（建築により除却住宅を伴う新設住宅着工戸数、建

築を伴う除却住宅戸数）

●

（１３）プレハブ着工住宅種類別、工事別、建て方別（戸

数、件数、床面積の合計）
● ● ●

（１４）プレハブ着工新設住宅利用関係別、資金別（戸数、

床面積の合計）
● ● ● ●

（１５）プレハブ着工新設住宅利用関係別、構造別、建て方

別（戸数、床面積の合計）
● ● ● ●

（１６）着工新設住宅利用関係別、建築主別、建て方別（住

宅の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、１戸あ

たり工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ●

（１７）着工新設住宅利用関係別、資金別、建て方別（住宅

の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、１戸あた

り工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ● ●

（１８）着工新設住宅利用関係別、構造別、建て方別（住宅

の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、１戸あた

り工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

●

（１９）プレハブ着工新設住宅利用関係別、資金別（住宅の

工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、１戸あたり

工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ● ●

（２０）プレハブ着工新設住宅利用関係別、構造別、建て方

別（住宅の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、

１戸あたり工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ● ●

（２１）着工新設住宅都市計画別、利用関係別、建築主別、

建て方別（戸数、床面積の合計、敷地の面積）
●

（２２）ツーバイフォー着工住宅種類別、工事別、建て方別

（戸数、件数、床面積の合計）
● ● ●

（２３）ツーバイフォー着工新設住宅利用関係別、資金別

（戸数、床面積の合計）
● ● ● ●

（２４）ツーバイフォー着工新設住宅利用関係別、構造別、

建て方別（戸数、床面積の合計）
● ● ● ●

（２５）ツーバイフォー着工新設住宅利用関係別、資金別

（住宅の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予定額、１

戸あたり工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ● ●

（２６）ツーバイフォー着工新設住宅利用関係別、構造別、

建て方別（住宅の工事費）（戸数、床面積の合計、工事費予

定額、１戸あたり工事費予定額、１㎡あたり工事費予定額）

● ● ●



(3) 建築工事費調査

集計事項 構造別（木造・非木造） 工事費予定額階級別

（１）工事実施床面積 ○ ○

（２）工事実施額 ○ ○

・ 構造別（木造、非木造）及び工事費予定額階級別（１億円未満、１億円以上20億円未満、20億円以上）に集計



建築着工統計調査 

 

○推計方法 

本調査の集計結果は回答の単純積算であり、推計は加えていない。 



建築着工統計調査 回収状況について

＜回収件数＞建築着工統計調査票
レコード（行）数

令和2年度 534,619
令和元年度 590,097
平成30年度 605,773

＜回収件数＞補正統計調査票
木 造 非 木 造 合 計

令和2年 2,869 1,284 4,153
令和元年 2,937 1,505 4,442
平成30年 2,911 1,609 4,520

 ※回収率については、サンプル調査の結果から補正率を算出することを目的としており、
  回収率等を踏まえた復元を行わないため、回収率は把握していない。




